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要旨 

欧州では、2012年後半から第５世代（5G）移動通信技術の開発に向けた動きが急速に拡

大している。5Gは制御系周波数と搬送波が異なる帯域を使用することが見込まれることに

加え、事業用利用においても周波数共用が必要なことから、新たな電波監理政策を検討す

る必要がある。 

 

Abstract 

 In Europe, the trend in the R&D of 5G technology and discussion on its systems has 

rapidly pervaded the industry, researchers and policy makers.  5G will use the 

different bands of frequency between controllers and careers.  In addition, even for the 

mobile operators’ uses, spectrum sharing may be required.  Thus, we should consider a 

new spectrum management policy for 5G. 

 

400字要旨 

 欧州では、2012年後半から第５世代（5G）移動通信技術の開発に向けた動きが急速に拡

大している。特に英国では、3G、4Gの標準化において後手に回った苦い経験から、サリー

大学を中心に政府と産業界が共同して 5G技術の標準化をめざす研究開発に着手した。2020

年には現在の1000倍の通信量が見込まれる中で、既存の無線アクセス技術を高度に統合し、

周波数利用効率性を高める洗練された技術とクラウド・データにおける極めて効率的なデ

ータ処理方法を開発することが求められている。そのためには、マイクロセル化や分散型

アンテナを用いたMIMOシステムの導入、コグニティブ無線、ソフトウェア無線などの組

合せが想定される。専用利用を前提とする既存の無線局免許制度では、これらの周波数共

用型技術の導入に十分対応できないことから、新たな電波利用制度の構築や移行措置など

を検討する必要がある。報告では、技術的な不確実性が残る中で新たな制度設計のあり方

を論ずる。 
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１．はじめに 

 欧州では、2012年後半から第５世代（5G）移動通信技術の開発に向けた動きが急速に拡

大している。特に英国では、3G、4Gの標準化において後手に回った苦い経験から、サリー

大学を中心に政府と産業界が共同して 5G技術の標準化をめざす研究開発に着手した。英国

のみならず、フランスやドイツなどもこの動きに追随しており、2013 年 6 月 24 日の週に

ブリュッセル、パリ等で相次いで開催される無線通信関連の会議、セミナー等では、5Gに

関する研究報告が多数盛り込まれている。2012年 4月 25日付けのサリー大学（University 

of Surrey）のプレスリリースによれば 5Gの一般向けの実用化は 2021年を想定しており1、

筆者の IDATE 等へのヒアリングによれば 2015 年 11 月開催予定の世界無線通信会議

（WRC-15）に向けて標準化作業が急ピッチで進められているとのことである。 

 3G がようやく緒につき、本来の意味での 4G にすらたどり着かない段階で、欧州諸国が

5Gに向う背景には、国境が複雑に入り込み近隣諸国との周波数調整が必要不可欠な欧州特

有の電波監理状況がある。EUが拡大する一方で、民生用周波数分配に大きな影響を及ぼす

軍事技術は旧西側諸国と旧東側諸国との間で伝統的に大きく異なっており、欧州全般で統

一的な周波数調整を難しくしている。各国の電波監理機関に加え、EU（欧州委員会、欧州

議会）、ESTI、国際電気通信連合（ITU）第１地域等が関係し、組織ごとに構成国に多少の

違いがあることから、意思統一が図りにくい。そのため、4G以前の規格では、全 EU加盟

国が汎欧州規格での周波数統一を行うことが困難になり、ネットワーク構築費用を高める

結果となったことが新技術の普及を遅らせている要因になっているという認識があるよう

だ。 

 この背景が 5G 導入を急がせるとともに、5G の細かな規格は後回しにしても、早い段階

で使用する周波数を固めようとする動きを加速している。2020年には現在の 1,000倍に達

すると見込まれる通信量の急増に加え、周波数調整の容易さを考慮すれば、未使用周波数

帯に 5G用周波数を確保する必要が出てくる。そのため、現時点では明確にはなっていない

ものの、50GHz～100GHz 帯に 10GHz 幅で確保することを想定しているものと思われる。

一方、この帯域の電波の特徴を考慮すれば、直進性が強くかつ通信距離を短くならざるを

得ないことから、搬送波としての使用にとどまり、システムを制御する周波数ははるかに

低い帯域に確保する必要があろう。この点において、制御系周波数も搬送波も同一周波数

帯を使用する従来の移動通信システムとは大きな違いが見られる。 

 それ故、5Gという新しいシステムに求められる電波監理方式は従来の方式とは違う枠組

                                                   
1 以下を参照：
http://www.newstatesman.com/business/technology/2013/04/ofcom-launch-industry-consultation-5g-in

troduction 



みであることが想定される。しかも構想から実用化まで 9 年余りしかない中で、技術仕様

を固めていく状況を鑑みれば、ある程度技術仕様が固まったうえで周波数分配や割当て方

針を決める従来の電波監理方法では間に合わない危険性がある。5Gで実現する技術、サー

ビスに柔軟性を持たせながら、確実な周波数分配や割当てを行う仕組みを検討しなければ、

わが国のみならず各国の電波監理機関はその役割を果たせなくなるだろう。本報告では、

新たな電波監理方法について検討したい。 

 

２．５Gに向けた動き 

遅かれ早かれ 5G が登場することは移動通信市場の趨勢からして当然であるし、1G が

1980 年代、2Gが 1990年代、3Gが 2000年代、4Gが 2010 年代の技術であるとすれば、

5G が 2020 年代の技術として登場することは大方予測のつくものであろう。しかし、わが

国や韓国、米国等の移動通信先進国ですら 3.9G、4Gの導入を議論している段階で、5Gの

標準化に向けた動きが欧州で登場したことは青天の霹靂であった。欧州では、4Gを経るこ

となく 5Gに向かう可能性も高いのではないだろうか。 

欧州で 5G に関する議論が高まるきっかけとなったのは、サリー大学が 2012 年 10 月 8

日に発表したプレスリリースであろう2。それによると、英国政府の資金 1,160 万ポンドに

加え、Huawei, Samsung, Telefonica Europe, Fujitsu Laboratories Europe, Rohde & 

Schwarz 及びAIRCOM Internationalから構成される通信事業者及びインフラ機器メーカ

のコンソーシアムから約 2,400万ポンドを得、同大学が 5Gに特化したイノベーション・セ

ンターを開設するという計画である3。英国政府が資金投入したということが、極めて大き

なインパクトを欧州全体に与えることになった。中心人物は、サリー大学情報通信システ

ム研究所（Centre for Communication Systems Research ：CCSR）所長の Rahim Tafazolli

教授である。5Gという明確な位置づけはされていないものの、同教授は EUの無線通信に

関する研究プロジェクトで 2008年、2011年にわが国でも 2020年代に生ずるだろう周波数

危機（spectrum crunch）やその際に求められる無線通信技術に関して講演をおこなった4。 

なお、わが国でも 2008 年 10 月から 2009 年 7 月にかけて総務省が電波政策懇談会を開

催し、産学の広範な参加を促したうえで、2010 年、2015 年、2020 年代に登場、普及する

無線通信サービス及び技術について予測をおこなっている（ブロードバンド ワイヤレス 

フォーラム編［2010］5）。その意味で、わが国が 2020年代に向けた動きに関して決して遅

れをとっているとは言えないが、標準化をめざして 5Gという形で明確に資金投入を実施し

た点では英国に遅れることになった。 

                                                   
2 以下を参照：

http://www.surrey.ac.uk/mediacentre/press/2012/90791_the_university_of_surrey_secures_35m_for_ne

w_5g_research_centre.htm 
3 研究所の暫定ホームページは以下を参照：http://www.surrey.ac.uk/ccsr/business/5GIC/index.htm 
4 以下を参照：http://www.euinjapan.jp/media/news/news2011/20111111/110000/ 
5 ブロードバンド ワイヤレス フォーラム編［2010］：『電波が変える未来のビジネス！！－「電波新産業

創出戦略」－』、株式会社クリエイト・クルーズ。 



サリー大学の 2013 年 4月 25 日付けプレスリリースによれば、このセンターの設計が終

わり、2015 年 1 月の開所に向けて工事に着手することが明らかにされている。また、130

人の産学出身の研究者に加え 90 人の PhD 学生も受け入れることも合わせて発表されてい

る。政府資金も投入して標準化のために研究拠点を整備することは、英国をはじめとする

欧州の並々ならぬ覚悟を感じさせられる。 

とは言え、5G のための具体的な技術内容については未知数である。Rahim Tafazolli 教

授の 2011 年の駐日欧州連合（EU）代表部主催の講演の資料で明らかにされている点は、

次のとおりである。2020年には現在の 1,000倍の通信量が見込まれる中で、既存の無線ア

クセス技術を高度に統合し、周波数利用効率性を高める洗練された技術とクラウド・デー

タにおける極めて効率的なデータ処理方法を開発することが求められている。そのために

は、マイクロセル化や分散型アンテナを用いたMIMOシステムの導入、コグニティブ無線、

ソフトウェア無線などの組合せが想定される。その意味で、現在、わが国の移動通信事業

者が実施しているような免許無線局と免許不要無線局を組み合わせたような複合的なシス

テムがイメージされているように思われる6。 

 

３．電波監理政策の方向性 

 5Gが登場するときに、わが国の先着順又は比較審査による免許付与を前提とした現在の

無線局免許制度（周波数分配、割当て、電波利用料制度を含む免許制度全般）はうまく機

能するのであろうか。あるいは周波数オークション制度や電波管理者制度を導入している

諸外国においても、既存の免許制度を 5Gにうまく適用することができるのであろうか。わ

が国では、上述のとおりスマートフォンの急増に対応して移動通信事業者各社が免許不要

型無線 LANを活用したオフロード対策に注力しているが、このような動きも既に従来の免

許制度から見ると「想定外」の状況であり、現在開催中の総務省の電波利用料の見直しに

関する検討会においても大きな議論になっている。 

 5Gの最大の特徴は、システムの制御系周波数（6GHz以下？）と搬送波周波数（50GHz

～100GHz？）がおそらく異なるであろうことと、コグニティブ無線、ソフトウェア無線等

の技術を活用した共用型の電波利用となることであろう。技術的には、マイクロセル化や

分散型アンテナを用いたMIMOシステム等、専用型電波利用において既に導入されている

システムも最大限活用されるが、高速通信のために瞬時に広帯域を確保しようとすれば、

専用型では非効率であり、共用型が必要になろう。また、共用型と言っても、高周波数帯

域の特性上、電波の到達距離はせいぜい数十 m 程度であるために、公共の場での利用の場

合、複数システムによる同時使用やそれに伴う電波干渉の危惧はあるが、私的な場での利

用においては、当事者間交渉な可能な範囲内の人間での同時使用にとどまるであろう。た

だし、公共の場の利用を考慮すれば、周波数利用効率の一層の改善が求められる。 

                                                   
6 Agilent Technologiesのウェブサイトに多元的なプレスリリースをもとにした5G情報が整理されている。

http://www.home.agilent.com/agilent/editorial.jspx?cc=JP&lc=jpn&ckey=2319834&nid=-34869.0&id=2

319834 



 免許付与方法の如何にかかわらず、現在の専用型利用では、周波数、地域、時間という

電波利用の３次元パラメータのうち、周波数と地域という２次元空間の効率的な割当てに

は成功している。共用型に展開するためには、複数利用者間での時間的な割当てをどのよ

うに行うのかが鍵となる。一部の国で導入済みの周波数管理者制度はこれを電波監理機関

ではなく民間の管理者に委ねることで、この作業を柔軟かつ円滑に進めるものであった。 

 5G の場合、従来以上に広帯域を、しかも特定多数の事業者の調整を行わねばならない。

さらに、制御系周波数と搬送波が別という新たな利用形態である。搬送波を共用するため

には、制御系周波数に関して統一的な管理が必要になる。その意味で、搬送波の管理者は

同時に制御系周波数の管理者であり、かつ搬送波を利用する全システムの管理者とならな

ければ、周波数の有効利用が図られないことになってしまう。したがって、このような管

理者は現行の電波監理機関に準ずる程度の重要な役割とそれに応じた強い権限を持つ必要

が生ずる。そのような管理者をどのように選定するのか、大きな課題となろう。「どのよう

に」という言葉の中には、管理者の特定のみならず管理者の利用条件、たとえば、期間、

免許料等の条件も含まれる。 

 

４．おわりに 

 本予稿段階では、具体的な免許制度の設計について自らの確信を得るに至らなかった。

大会報告やその後の論文誌への掲載では、想定されうる免許制度とそのメリット、デメリ

ットについてしっかりとまとめる予定である。現在進行形で、かつ情報が少ない中での執

筆のために、予稿で十分議論できなかったことは残念であるが、大所高所にたった議論を

展開することにより、必要とされる電波監理政策がおのずと見えてくると考えている。 

 

 


